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徳島信用金庫の現況 2024年

バーゼル　による自己資本比率規制
●自己資本比率の算出方法

●単体自己資本比率

自己資本比率の算出方法を定めた「信用金庫法第89条第1項において準用する銀行法第14条の2の規定に基づき、信用金庫及び信用金庫連合会がその保有する資産等に照らし自己資
本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第21号）」に基づき算出しております。
なお、当金庫は国内基準により自己資本比率を算出しております。

注

自己資本の額（コア資本に係る基礎項目の額－コア資本に係る調整項目の額）

信用リスク・アセットの額の合計額＋オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8%で除して得た額

（単位：金額・百万円、比率・%）

項　　　　　　　　目

≧4%（国内基準）

普通出資又は非累積的永久優先出資に係る会員勘定の額
うち、出資金及び資本剰余金の額
うち、利益剰余金の額
うち、外部流出予定額（△）
うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

コア資本に係る基礎項目　　（1）

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセントに相当する額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
コア資本に係る基礎項目の額
コア資本に係る調整項目　　（2）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
うち、のれんに係るものの額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 

証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用金庫連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る10パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額

適格引当金不足額

うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
特定項目に係る15パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額
自己資本
自己資本の額【(イ)－(ロ)】
リスク・アセット等　　（3）

うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額

うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
うち、上記以外に該当するものの額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8パーセントで除して得た額 
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額

信用リスク・アセットの額の合計額

自己資本比率
自己資本比率【(ハ)／(ニ)】

リスク・アセット等の額の合計額 (ニ)

(ハ)

(ロ)

(イ)

2023年度

8,373
1,479
6,936

29
△ 13

1,061
1,061

－

－

9,435

18
－

18
1
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

20

9,415

84,908

－

5,383
－
－

90,291

10.42

2022年度

8,293
1,497
6,871

29
△ 46

1,083
1,083

－

－

－

27
9,404

21
－

21
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

21

9,382

91,585
△ 823

△ 1,425
601

5,454
－
－

97,039

9.66
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自己資本の充実度に関する事項
リスク・アセット

イ.　信用リスク・アセット、所要自己資本の額の合計

ロ.　オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8%で除して得た額
ハ.　単体総所要自己資本額（イ＋ロ）

① 標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー

所要自己資本額
2022年度

リスク・アセット 所要自己資本額
2023年度

91,585 3,663 84,908 3,396
81,883 3,275 74,788 2,991

－ － － －
－ － － －

180 7 80 3
240 9 － －
40 1 － －

11,421 456 10,299 411
33,538 1,341 30,960 1,238
21,601 864 20,387 815
2,663 106 2,362 94
1,493 59 1,444 57

479 19 552 22
4 0 11 0

227 9 193 7
－

4 0
－ －

547 21
9,976 399
9,976 399

0 0

－ －
4 0

－

－ －

－ －

－ －
－ －
－ －
－ －

4 0

9,987 399

2,375 95

1,271 50

632

5,707

25

228

8,491 339

240 9
395

9,878
9,878

－ －

0 0

395
－ －

－ －

－ －

－ －
－ －
－ －

0 0

5,454

601

1

▲ 1,425

218
0

24

▲ 57

5,383 215
97,039 3,881 90,291 3,611

　 我が国の中央政府及び中央銀行向け
　 現金

　 外国の中央政府及び中央銀行向け
　 国際決済銀行等向け
　 我が国の地方公共団体向け
　 外国の中央政府等以外の公共部門向け
　 国際開発銀行向け
　 地方公共団体金融機構向け
　 我が国の政府関係機関向け
　 地方三公社向け
　 金融機関及び第一種金融商品取引業者向け
　 法人等向け
　 中小企業等向け及び個人向け
　 抵当権付住宅ローン
　 不動産取得等事業向け
　 三月以上延滞等
　 取立未済手形
　 信用保証協会等による保証付
　 株式会社地域経済活性化支援機構等による保証付
　 出資等

4 0　 　出資等のエクスポージャー

6,742 269　 　上記以外のエクスポージャー

　 　ルック・スルー方式
　 　マンデート方式
　 　蓋然性方式（250%）
　 　蓋然性方式（400%）
　 　フォールバック方式（1250%）

－ －　 　重要な出資のエクスポージャー

－ －

　 上記以外

② 証券化エクスポージャー

④ 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額

⑥ CVAリスク相当額を8%で除して得た額
⑦ 中央清算機関関連エクスポージャー

③  リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャー

⑤ 他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る
　 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額

－ － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － －
－ － － －

所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×4%
「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額等のことです。
「三月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び「我が国の中央政府及び中央銀行向け」から「法人等
向け」（「国際決済銀行向け」を除く）においてリスク・ウエイトが150%になったエクスポージャーのことです。
当金庫は基礎的手法によりオペレーショナル・リスク相当額を算定しています。

1.
2.
3.

4.

単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4%5.

注

●自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当金庫は、これまで、内部留保による資本の積上げ等を行うことにより自己資本を充実させ、経営の健全性・安全性を充分保っていると評価
しております。なお、将来の自己資本の充実策については、年度ごとに掲げる収支計画に基づいた業務推進を通じ、そこから得られる利益によ
る資本の積上げを第一義的な施策として考えております。

〈オペレーショナル・リスク相当額（基礎的手法）の算定方法〉
粗利益（直近3年間のうち正の値の合計額）×15%
直近3年間のうち粗利益が正の値であった年数

（単位：百万円）

他の金融機関等の対象資本等調達手段のうち対象普通出資等及びその他外
部TLAC関連調達手段に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー

1,645 65信用金庫連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る調
整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー

103 4特定項目のうち調整項目に算入されない部分に係るエクス
ポージャー
総株主等の議決権の百分の十を越える議決権を保有している他の金融機
関等に係るその他外部TLAC関連調達手段に関するエクスポージャー
総株主等の議決権の百分の十を越える議決権を保有していない他の金融機
関等に係るその他外部TLAC関連調達手段のうち、その他外部TLAC関連調
達手段に係る五パーセント基準額を上回る部分に係るエクスポージャー

　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額
法）、その他有価証券については時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原
価は主として移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法に
よる原価法により行っております。
　有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、１９９８年４月１日以後に取得した建物（建物附
属設備を除く。）並びに２０１６年４月1日以後に取得した建物付属設備及び構築物については
定額法）を採用しております。
　　　主な耐用年数は次のとおりであります。
　　　　建物　　　７年～４７年
　　　　その他　　３年～２０年
　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用のソフトウェ
アについては、金庫内における利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。
　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指
針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）（令和４年４月１４日）に規定する
正常先債権及び要注意先債権(要管理債権除く)に相当する債権については、今後１年間の予想
損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、1年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の
過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求めて算定しております。要管理先債権に相
当する債権については、今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、３年
間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求
めております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額
及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しておりま
す。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能
見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力のもとに資産査定部署
が資産査定を実施しております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評
価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権
額から直接減額しており、その金額は１，５４５百万円であります。
　賞与引当金は、職員への賞与の支払に備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、
当事業年度に帰属する額を計上しております。
　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、
退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によって
おります。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりでありま
す。
　過去勤務費用　　：その発生時の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１１年）による
　　　　　　　　　　定額法により費用処理
　数理計算上の差異：各事業年度の発生時の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１１
　　　　　　　　　　年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から
　　　　　　　　　　費用処理
　また、当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚生
年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することが
できないため、当該年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。
　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫の割
合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
　①　制度全体の積立状況に関する事項（２０２3年３月３１日現在）
　　　年金資産の額　　　　　　　　　　　１，680，937百万円
　　　年金財政計算上の数理債務の額
　　　と最低責任準備金の額との合計額　　１，770，192百万円
　　　差引額　　　　　　　　　　　　　　　△89，255百万円
　②　制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合
　　　（２０２3年３月31日現在）　０．0912％
　③　補足説明
　　　　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務費用残高147，969百万
　　　円であります。本制度における過去勤務費用の償却方法は期間１９年０カ月の元利均等
　　　定率償却であり、当金庫は、当事業年度の計算書類上、当該償却に充てられる特別掛金
　　　１５百万円を費用処理しております。
　　　　なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じる
　　　ことで算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担割合とは一致しません。
　役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労
金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備
えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計上しておりま
す。
　偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見
込額を計上しております。
　役務取引等収益は、役務提供の対価として収受する収益であり、内訳として「受入為替手数
料」「その他の受入手数料」「その他の役務取引等収益」があります。このうち受入為替手数料
は、為替業務から収受する受入手数料であり、送金、代金取立等の内国為替業務に基づくもの
があります。
　為替業務及びその他の役務取引等にかかる履行義務は、通常、対価の受領と同時期に充足さ
れるため、原則として、一時点で収益を認識しております。
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式により行っております。ただし、有形固定資産
に係る控除対象外消費税等は当期の費用に計上しております。
　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業
年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
　　貸倒引当金　　３，097百万円
　貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として５．に記載しております。
　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務
者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価
し、設定しております。
　なお、個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事
業年度に係る財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。
　有形固定資産の減価償却累計額　　２，419百万円
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務用機器等及び営業用車両についてはファイナン
ス・リース契約により使用しております。
　理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権債務はありません。
　信用金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおり
であります。なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」の中の社債（その元本の償還及び利息の
支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募
（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、「その他資産」中の未収利息及び
仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるものであります。
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額　　　　2,777百万円
　危険債権額　　　　　　　　　　　　　　　　　2,174百万円
　三月以上延滞債権額　　　　　　　　　　　　　　　－百万円
　貸出条件緩和債権額　　　　　　　　　　　　　　　－百万円
　合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,952百万円
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の
申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権で
あります。
　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化
し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更
生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延してい
る貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものでありま

す。
　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、
利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出
金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しない
ものであります。
　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
　手形割引は、業種別監査委員会実務指針第２４号に基づき金融取引として処理しております。
これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有
しておりますが、その額面金額は138百万円であります。
　担保に供している資産は、次のとおりであります。
　担保に供している資産
　　有価証券　　　　　　　　  8，590百万円
　　預け金（定期預金）　　　　　　200百万円
　担保資産に対応する債務
　　預金　　　　　　　　　　　　 56百万円
　　借入金　　　　　　　　　　　 42百万円
　上記のほか、当座貸越契約の担保及び内国為替決済取引の担保として、預け金（定期預金）
６，０００百万円を差入れております。
　土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地
の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延
税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産
の部に計上しております。
　再評価を行った年月日　　　１９９８年３月３１日（旧鳴門信用金庫）及び１９９９年３月３１日
　同法律第３条第３項に定める再評価の方法　土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年
３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１号及び第３号に定める再評価の方法に基づいて、（奥
行価格補正、時点修正、近隣売買事例による補正等）合理的な調整を行って算出しております。
　同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額
と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額　　830百万円
　出資１口当たりの純資産額　　196円56銭
　金融商品の状況に関する事項
（1） 金融商品に対する取組方針
　　　当金庫は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。
　　　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（Ａ
　　ＬＭ）をしております。
（2） 金融商品の内容及びそのリスク
　　　当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
　　　また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び
　　事業推進目的で保有しております。
　　　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに
　　晒されております。
　　　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。
（3） 金融商品に係るリスク管理体制
　①　信用リスクの管理
　　　当金庫は、貸出規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別
　　案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応
　　など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
　　　これらの与信管理は、各営業店のほか審査管理部により行われ、また、定期的に経営陣に
　　よる融資審査会やＡＬＭ委員会、ならびに常勤理事会を開催し、審議・報告を行っております。
　　　さらに、与信管理の状況については、業務推進部がチェックしております。
　　　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総務部において、信用情報や時価の把握を
　　定期的に行うことで管理しております。
　②　市場リスクの管理
　　　(ⅰ) 金利リスクの管理
　　　　　当金庫は、ＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しております。
　　　　　ＡＬＭに関する規程及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記して
　　　　おり、ＡＬＭ委員会において決定されたＡＬＭに関する方針に基づき、常勤理事会にお
　　　　いて実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。
　　　　　日常的には、業務推進部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握
　　　　し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベースでＡＬＭ
　　　　委員会や常勤理事会に報告しております。
　　　(ⅱ) 為替リスクの管理
　　　　　当金庫は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。
　　　(ⅲ) 価格変動リスクの管理
　　　　　有価証券を含む市場運用商品の保有については、資金運用委員会の方針に基づ
　　　　き、常勤理事会の監督の下、市場リスク管理規程に従い行われております
　　　　　このうち、総務部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の
　　　　設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
　　　　　総務部で保有している株式の一部には、事業推進目的で保有しているものもあり、
　　　　取引先の市場環境や財務状況などをモニタリングしています。
　　　　　これらの情報は総務部を通じ、資金運用委員会で協議し、常勤理事会に定期的に報
　　　　告されております。
　　　(iv) 市場リスクに係る定量的情報
　　　　　当金庫では、「有価証券」、「預け金」、「貸出金」、「預金積金」及び「借用金」の市場
　　　　リスク量をVaRにより日次で計測し、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内とな
　　　　るよう管理しております。
　　　　　当金庫のVaRは分散共分散法(保有期間６カ月、観測期間５年、信頼区間９９％)によ
　　　　り算出しており、２０２4年３月３１日（当事業年度の決算日）現在で当金庫の市場リスク
　　　　量（損失額の推計値）は、全体で２，330百万円です。
　③　資金調達に係る流動性リスクの管理
　　　当金庫は、ＡＬＭを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環
　　境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。
（4） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提
　　条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
　　　なお、金融商品のうち貸出金については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額
　　を含めて開示しております。
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　金融商品の時価等に関する事項
　２０２4年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであり
ます（時価等の評価技法（算定方法）については（注1）参照）。なお、市場価格のない株式等及び
組合出資金は、次表には含めておりません（（注２）参照）。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（＊１）　貸出金の「時価」は、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」で算定しております。
（＊２）　貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（＊３）　その他有価証券には、企業会計基準適用指針第３１号「時価の算定に関する会計基準
　　　の適用指針」（令和３年６月１７日）第24-3項及び第24-9項の基準価額を時価とみなす
　　　取扱いを適用した投資信託が含まれております。

（注１）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）
　金融資産
　　（1）預け金
　　　　　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
　　　　価額を時価としております。満期のある預け金については、残存期間に基づく区分ご
　　　　とに、新規に預け金を行った場合に想定される適用金利で割り引いた現在価値を算定
　　　　しております。
　　（2）有価証券
　　　　　株式は取引所の価格、債券は取引金融機関から提示された価格によっております。
　　　　投資信託は取引所の価格又は公表されている基準価額によっております。
　　　　　なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については24．から25．に記
　　　　載しております。
　　（3）貸出金
　　　　　貸出金は、以下の①～③の方法により算出し、その算出結果を時価に代わる金額と
　　　　して記載しております。
　　　　①　破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見
　　　　　積りが困難な債権については、貸借対照表中の貸出金勘定に計上している額（貸倒
　　　　　引当金控除前の額。以下「貸出金計上額」という。）の合計額から貸出金に対応する
　　　　　個別貸倒引当金を控除した価額
　　　　②　①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
　　　　③　①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の種類及び期間に基づく区分ごと
　　　　　に、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引い
　　　　　た価額
　金融負債
　　（1）預金積金
　　　　　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみ
　　　　なしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシ
　　　　ュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受
　　　　け入れる際に使用する利率を用いております。
　　（2）借用金
　　　　　借用金については、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を、同
　　　　様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算出しております。

（注２）市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融
　　　商品の時価情報には含まれておりません。

　（＊１）　非上場株式及び信金中央金庫出資金については、企業会計基準適用指針第１９号
　　　「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（令和２年３月３１日）第５項に基づき、時
　　　価開示の対象とはしておりません。
　（＊２）　組合出資金については、企業会計基準適用指針第３１号「時価の算定に関する会計
　　　基準の適用指針」（令和３年６月１７日）第２４‐１６項に基づき、時価開示の対象とはして
　　　おりません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

　（＊1）　預け金のうち、満期のないものは含めておりません。
　（＊2）　貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が
　　　　見込めないもの、期間の定めがないものは含めておりません。

（注４）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

　（＊）　預金積金のうち、要求払預金は「１年以内」に含めて開示しております。

　有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。

　当事業年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出
を受けた場合に契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸
付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は16,814百万円で
あります。このうち契約残存期間が１年以内のものが10,326百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そ
のものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これ
らの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金
庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が
付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求する
ほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握
し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
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　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであ
ります。

　税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額
　当事業年度（2024年3月31日）

　（＊1）　税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

●損益計算書注記
1. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
2. 出資1口当たり当期純利益額3円20銭
3. 収益を理解するための基礎となる情報は、貸借対照表の注記において、重要な会計方針と
　 あわせて注記しております。
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